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1) 通説は経済的資料の測定と利害者集団への伝達というベイト:/.の会計職能論 (w.A.Paton， 















































内在的法則を外的な強制法則としておしつけるJのである σ資本論』全集@772ペー ジ〉。 ここ
に会計技術や会計術策の巧拙それ自体が個別資本聞の競争上の手段となる根拠があり，またこの
ことが，諸会計技術・諸会計術策を総括する資本家の実践的イデオロギーたる会計学の発展をノ





























































満の戸が高まっているのであるJ(Committee for Economic Development， Social Responsi-
bilities of Business Corporâtions~ p. 14)。
9) Commi~tee for Economic Development， Social Responsibili・'tiesof Business Corporati切ら
1971.なお邦訳として経済同友会訳『企業の社会的責任』鹿島出版会， 1973年がある。


























12) ibid.， p. 19.邦訳22ペー ジ。
13) ibi，ムp.19.邦訳23ペー ジ。
14) ibid.， p.23.邦訳29ページ。わが国では若杉明氏がこの見地から社会責任会計における経営者
の能動性を論理化している (fエクイティー=アカウンタピリ tティー概念の発展についてJ IF会



















15) ibid.， p.23.邦訳30ペー ジ。
16) ibi，ムp.8.邦訳3ペー ジ。












A. A & Means， G. C.， The Modern Cor;拘 rationsand Private Proρerty， 1932)。これら
の概念は，このようにすぐれて階級性を帯びた概念なのである。























19) ot.. cit.， Chap.， 5参照。
20) ibid.， p. 33. 邦訳.46~47ページ。
21) めid.，p. 26.邦訳出ページ。

























ないことp にあったω。 これらの銀行批判の基礎には， 銀行のように公共性
の高い産業では，憲法に規定され行政手続に適用される「デュー・プロセス
(due process of law)Jが妥当するとの主張があるお〉。 こうした主張がなされ
るのも，アメリカの消費者運動において法的諸権利が最大限に活用され，行政
24) Ralph Nader's Study Group Report on First National City Bank.α'tibanι1973.原司
郎監訳『シティパシグJ)， 1978年参照のこと。
25) これはアメリカ合衆国憲法修正第5条及び14条に定められ，何人も生命，自由，財産もしくは





























26) A. W. Clausen， Voluntary disclosure: Someone has to jump into the icy water first. 





























ていたのである (Conen& Co.， Quality of Earnings Report， Financial Disclosure by Banks 
and Bank Holding Companies， Hearings， before The Committee on Banking， Housing and 

































31) A. W. Clausen，φ. cit.， pp. 23-24. 
























33) Ibid.， t.21. 
34) BankAmerica Corporation， Voluntary Disc/osure Code， p.5. 
35) SECRelease NO. 5735， 1976. 8. 31. 
36) r消費者信用保護法(ConsumerCredit Protection Act)J (1968年)， r公正信用報告法 (Fair
Credit Reporting Act)J (1970年)， rクレジット機会均等法 CRqualCredit Opportunity Act)J 
(1974年〉など。





















































37) BankAmerica Corporation， op. ci.んp.6.

































































40) John J. O'rourke， Voluntary Disclosure: Yes or No? BankAmerica's Story， Direc-
如何 &Boards， 4(2)， P.12， 1979. 
BankAmericaの自発的ディスクロージャー・コード (643) 161 
「コード」の策定によってディスグロージャー問題の「主導権を握る」とした
こととあわせ，当局の介在を排除して直接公衆にディスグロージャーすること
は， r開かれた銀行」という PR効果，イメージづくりとなることも否定でき
ない。さらに， rコード」は法やSECディスクロージャーを前提に構成されて
いるので，企業情報の「真実性」や「適正性」は，単なる企業広告よりも一層
信頼に足るものとして公衆に受容されうる o CEDが求めた「単なるレトリッ
グよりもはるかに強い説得力をもっ」手段となるのである。
他方，消費者の側から「コード」の意義を述べるとこうである。「企業秘密」
という「制約」はなんら会計責任拡充の意義を損なうものではない。というの
は，確かに「コード」は社会監査を回避しはしている D しかしながら公衆への
会計責任が「コード」において認められることによって，従来の投資家保護・
債権者保護の論理では認められなかった「利害関係」をもたない消費者であっ
ても，バンカメリカとの個別的交渉を通じて企業情報を入手できるのであるo
このことは企業情報の公開がパンカメリカと公衆との力関係の舞台にすえられ
ることを意味し，消費者保護を発展させる契機ともなる。この点に会計責任拡
充の消費者にとっての意義が存するのである。
